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は じ め に

本稿の研究テーマは，「多文化主義と法」である。そもそも多文化主義

とは，差異の政治を起源としてリベラル――共同体主義論争に対し第三の

立場として登場した思潮であるが，法との関係では，その最終的理想に差

異の恒常化を設定した「目的としての多文化主義」が考察の対象となる。
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多文化主義は，差異＝文化的独自性という「異質性」を強調するのに対し，

法は国籍に代表されるように「同質性」を標榜する。この観点に立てば，

例えば，カナダの多文化主義法のような多文化主義と法との結合は，相反

する概念同士の結合である（「多文化主義-法」）。かつて多元社会の理想と

された多文化主義の今日見られる限界は，「多文化主義-法」の抱えるこの

矛盾に起因するのではないか（例えば，法の構成員に対する「同質／異

質」間の線の引き方についての各当事者の主張の恣意性，また差異と承認

を志向した新しい平等概念への転換）。当該研究テーマ設定の動機は，こ

の疑問に由来する。

｢多文化主義」と「法」という二つのタームにそれぞれ対応した二つの

問題意識，「異質な者同士の平和的共存は可能であるか」と「法とは何で

あるか」，を念頭に置きながら，本稿では「多文化主義-法」という両概念

の深い結合関係／形態を主にポストモダンの観点から批判的に考察してゆ

こうと，この研究テーマを設定した。ただし本稿の関心は，「多文化主義

を志向する法制度の是非について」ではなく，「多文化主義と法との結合

に見られる問題点と可能性について」にある。敢えて後者に関心を向ける

ことで，従来の多文化主義論に潜む意識的あるいは無意識的な共通の前提

を解明し検討することができると思われるからだ。

本稿では，多文化主義が法との結合により自ら致命的なディレンマに

陥っているという問題点（「法による多文化主義の非政治化」）を明らかに

した上で，それを踏まえて従来の多文化主義を再構成し，その多文化主義

を改めて法と結合させることで今度は「法」の再構成を試みる（「多文化

主義による法の変質化」）。これにより，「多文化主義-法」を平等概念の転

換に伴う対抗概念同士の単純な結合ではなく，対極的に位置づけられる両

概念の相互補完的な結合と捉え直すことで，法が同質志向的な性質を間接

的ながら決定的に変革させる可能性を明らかにし，且つその可能性を蓋然

性へと転化させる，という本稿の目的を果たしたい。

予測不可能な進展と複雑性を見せる世界で今日，多文化主義と法は共に
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その限界が叫ばれている。しかし，本稿では多文化主義と法との結合を通

して両者を再構成し，それぞれの新しい側面と可能性を明らかにする。そ

して，その産物としての「多文化主義-法」こそ，真にこの予測不能の複

雑な社会に相応しい法秩序たり得るのではないか。この展望を提示するこ

とが，本稿の意義であると述べておく。

第１章 多文化主義論の流れ

多文化主義とは何か。この概念はそれ自身の多様性のために，その定義

づけは極めて困難である。この多様性を理解し，その上で多文化主義の定

義を詳細に検討するためにも，本章では多文化主義の定義について取りあ

えず一般的な定義を引用した上で，多文化主義論の起源と議論の歴史を駆

け足で紹介し，本稿の議論に即して再定義する。

〔定義〕

｢一つの国家ないし社会の内部に，複数の異なる文化1）が共存できる

よう集団間の政治的・経済的・社会的な不平等を是正しようとする運

動および主張｣2)

１ 多文化主義論の起源

多文化主義論の起源は，近年台頭してきた「差異の政治（politics of

difference）」に求められる。従来，差異は私的領域に閉じこめられ公的領

域において不可視にされるべきものと考えられた（公私二元論）。この思

潮に対抗する「差異の政治」とは，民族・人種あるいは宗教に基づくマイ

ノリティの差異，特に最近では女性，障害者，同性愛者などの被差別集団

をも含めたマイノリティの差異――文化的独自性――を強調し，その公認

を要求する動きをいう。ここでいう公認とは，公的領域でなされる承認

――具体的には差異に着目した制度や政策の実施――である。マジョリ
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ティの文化が公的領域を暗黙のうちに支配し，それゆえにマイノリティが

抑圧され不利に扱われてきたという歴史的事実に対する異議申し立てこそ

が多文化主義の起源であり，法との関連で更に言及しておくならば，いわ

ゆる「正義論としての多文化主義理論は，こうした『差異の政治』の要求

のうち法制度ないし政策や法の基本理念に関わるものについて，その正当

性を主張しようとするものである｣3)。

２ 多文化主義論の歴史的変遷4)

多文化主義論は，1980年代以降政治理論・法哲学・倫理学の世界で展開

されたリベラル―共同体主義論争の中で形成された。この論争は，共同体

主義が「それまでの効用対権利，自由対平等といった正義をめぐる論争を

基本的にはリベラリズム内部の対立とみなし，リベラリズムそれ自体に対

して根本的な疑問を投げかける」形で発生した。

ここでいうリベラル5）とは，自由（liberty）を根本理念とするリベラリ

ズムのうち「人間の生の理想の多元的分裂が生む正統性危機の克服，この

分裂を包容しうる政治社会の共通正統性基盤の探求という企て自体」をそ

の核心とするもので，特にその現代的定式化を「ロールズの『正義の善に

対する優位』の要請（善き生の特殊構想に対する正義原理の論理的独立性

と規範的制約性）」に求める思想を指し6)，この立場を便宜上リベラルと

呼び区別する。共同体主義（communitarianism)7）は，共同体が個人の生

に対してもつ構成的（非手段的）な価値を強調し，共同体の復権と真に自

立的・自覚的な主体による共同社会の建設を説く政治・倫理思想の立場8）

である。

リベラルは社会が共有すべき最低限のルールはあるとしながらも，ライ

フ・スタイルの選択はそれぞれ個人の自由であり，そうした個人の選択に

基づいて初めて社会が構成されると説く。この立場の背景には，人間は独

りでは生きていけないことを自覚でき，それ故一定の助け合いの要素を含

むような共通のルールを選択するはずという，理性的な人間像が想定され
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ている。それに対し，共同体主義は社会より先に個人があるというリベラ

ルの楽観的な見通しを，エゴイズムの蔓延の元凶であると批判し9)，個人

は共同体の中ではじめて人間になることができる10）として集団的アイデ

ンティティの保持を主張する。この論争は，非常に多くの文化的共有物を

持つ（＝きわめて同質的な）国民からなる国家という枠組みと，議論があ

くまで西洋の文化的伝統の上で行われその内部で完結する，という基本前

提を内包していた。

しかし，近年台頭する差異の政治がこの論争に「文化の重視」をもたら

すに至り，多文化主義が登場した。この第三の立場は，リベラル―共同体

主義論争が無意識に囚われていた基本前提を暴き出した。つまり，マイノ

リティ政策での諸マイノリティ間の相違を一切無視した「同化」政策の援

用を有力視するリベラルの主張や，また文化的な共同体の範囲と政治的な

共同体の範囲が同じであるとする共同体主義のそれは，西洋白人男性の視

点を中心に据えた「文化」に基づくもので，両者の論争もそのなかで自己

完結していたとして，両立場を縦断して批判する。だが同時に，多文化主

義は「文化の重視」について，個人レベルで認める（＝自由の価値を認め

る）限りではリベラルと，集団レベルで認める（＝集合的なアイデンティ

ティの異議を強調する）点では共同体主義と，立場を縦断的に共有する。

従って，多文化主義は必然的に多義性をおびるが，これがこの立場の特徴

であり，多文化主義が理想と仰がれ，後に限界と失望される要因である。

そして最後に，第四の立場としてポストモダンが多文化主義論の舞台に

登場する。この立場は，「理性による啓蒙を基盤とした近代の制度，実践，

思考は，真理を提示する力においても，批判的な分析力においても袋小路

に陥ったと指摘し，消費社会や情報社会に対応する知や実践のあり方を提

唱し実践する，哲学的，文化的思潮｣11）をいう。つまり，西洋近代におけ

る過剰な形而上学や必然性への信仰を批判する立場である。故に，ある特

定のアイデンティティをまるで必然的・絶対的であるかのようにみなすも

のとして，リベラルや共同体主義とは対立する。一方，多文化主義との関
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係は微妙である。というのも，両者は西洋の国民国家における支配的な文

化を相対化する点で共闘可能であるのだが，ポストモダンは集合的アイデ

ンティティを受け入れないからである12)。ポストモダンの多文化主義に対

する示唆は，複雑性を増す現代社会において非常に大きな意味を有する。

３ 小括――多文化主義の定義

以上の議論から，多文化主義それ自体も法に劣らぬほどの多様性を内包

している現実がある。多文化主義論の様々な主張のうち，最も有力に展開

されているのは，民族や人種・宗教――共同体的文化13）の担う共同体や

集団――を念頭に置いた伝統的な議論であり，それは政治共同体の範囲と

文化共同体の範囲を一致させることや，一政治体内部で様々なエスニッ

ク・グループの独自性を公認することを求める。しかし本稿においては，

敢えて多文化主義の多様性を踏まえた定義をしておく。

〔定義〕

｢一つの政治体の内部において様々な文化的独自性を持った集団が存

在している状況，また各集団が社会的・政治的・経済的・法的に公認

されることを通してそうした多文化的状況を究極目標である平和的共

存へと発展させていく主張を展開する運動，そしてその運動を正当化

する理論，それら全体」

第２章 多文化主義国家の条件

世界の殆どの国家が「国民国家」であるが，厳密な意味での「国民国

家」（nation state），つまり「全国民＝一民族」の国家などまず存在し得

ないと断言しても決して誤りではなく，むしろもれなく異なる複数の民族

を異なる程度・割合で異なる形態で内包している。多文化主義国家とは文

字通り，そうした多文化的状況を前提としているが，実際に「多文化主義
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国家」の典型例として頻繁に引き合いに出されるのは，カナダ，アメリカ，

オーストラリア等の極少数の国々である。

実際の各事例の検討を第３章にて行う前に，まずは多文化主義国家の条

件を明らかにしておきたい。

１ 一般的な定義

関根政美氏によれば14)，多文化主義国家の一般的な定義としては，「多

様な文化・言語を持つ人々が住んでいる国」であるだけでなく，「多文化

主義政策を実践している国」を指す。ここでいう多文化主義政策とは，

1) 異文化・異言語の維持と発展

2) 移民・難民・マイノリティの社会参加の推進

3) 受入れ国への啓蒙宣伝

をその主要な内容とする。では，この多文化主義政策を，関根氏のモデル

に従って，もう少し詳しく説明してみよう。

① 言語・文化維持促進プログラム

このプログラムは，「非英語系移民・難民の伝統文化・言語の維持と

発展」を求める。

エスニック・スクールの運営，移民博物館設立・福祉・養老院経

営などの福祉サービス実施に対する政府による公的財政援助など，

エスニック・コミュニティの承認と財政援助

コミュニティ言語によるエスニックメディア（TV・ラジオ放送

など）への政府による公的援助15)

政府・自治体などによる多文化フェスティバルなどの積極的実施

非差別的移住法の実施と同移住法への超党派的な支持

エスニック・ビジネスへの政府による援助・奨励16)

② 社会参加促進プログラム

このプログラムは，「非英語系移民・難民の社会・政治参加の促進」

を求める。
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ホスト社会の言語・文化についての教育サービス

電話通訳サービス，裁判・病院・警察他公共施設での通訳サービ

スなど，通訳・翻訳サービスの充実

公共機関における多言語出版物の配布

国外取得の教育・職業資格の積極的な認定

成人英語教育プログラム

優遇保障措置

※新着移民・難民を対象とした特別福祉援助プログラム

※教育・就職におけるアファーマティヴ・アクション

永住者・長期滞在者への選挙権の付与（地方参政権）

人種差別禁止法及び人種差別行為罰則法などの制定

人種・平等委員会などの設置

このプログラムで注目されるのは，通訳・翻訳サービス，アファーマ

ティヴ・アクション，地方参政権であろう。

③ 異文化コミュニケーション促進プログラム

このプログラムは，「ホスト社会の人々への啓蒙」を目的とする。

TV，ラジオにおける公営多文化放送の実施

学校，企業，公共機関でも多文化教育の実施

多文化問題研究・広報機関の設置

多文化主義法の制定

ここでは，多文化主義法が注目される。

カナダ，オーストラリア，アメリカは，これらの諸政策を何らかの形で

実践しており，ゆえに多文化主義国家と呼ばれるのである。つまり多文化

主義国家の厳密な定義を与えるならば，「多文化主義政策のうち，いくつ

かを意識的に実施している国」ということになる。勿論，国によって，ど

のプログラムが重視されているかは異なってくる。例えば，オーストラリ

アでは異文化・言語促進プログラムを重視しているが，先住民族（アボリ
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ジニ）を対象とする措置を除いては，アファーマティヴ・アクションには

消極的である。また，アメリカは社会参加プログラムを重視し，アファー

マティヴ・アクションを積極的に実施してきた。

２ 法的な観点から見た定義

一般的な定義から言語権，文化とかかわる政教分離原則，多文化主義法，

そして「独特な社会」が，法制度との関連で具体的な問題として注目され

るのが，法と多文化主義国家との直接的または明示的な関連を改めて指

摘・再確認しておく。故にここでは，法との関連に注目した石山文彦氏の

多文化主義の類型が，非常に有益である。彼のモデルによれば，多文化主

義は，① 手段としての多文化主義，② 目的としての多文化主義，との２

つに大別される。

① 手段としての多文化主義

この立場はその最終的理想に文化多元主義を設定するもので，アメリ

カが採用している。この立場に立てば，例えばアファーマティヴ・アク

ションも，過去の構造差別から生じた不利益を修復し，理想に近づける

ための「時限的な手段」となるので，本来は不当かつ不要とみなされる。

② 目的としての多文化主義

これはその最終的理想に多文化主義そのものを設定した立場で，カナ

ダが採用している。この立場に立てば，例えばカナダの二言語政策は，

仏語使用者に英語を学習させるための補助ではなく，英語・仏語の二言

語使用者の育成が目的と解釈される。つまり，恒常的な棲み分け制の確

立が目的である。

第３章 実際の事例

本章では，実際に多文化主義国家と呼ばれる国家――アメリカ，オース

トラリア，そしてカナダを挙げてその特徴や事例を更に具体的に検討して
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ゆく。

しかし，その前に例外としてフランスをまず説明することにする。

１ フランス

フランスは，近代国民国家発祥の地であり，国民国家特有の同質性を強

調する性格は現行憲法（フランス第五共和国憲法）にも着実に受け継がれ

ている。だが同時に，古くは第二帝政及び第三共和国の海外領土からの移

住，最近では第二次世界大戦後の労働力としての移民受入れ17）を経て形

成された，ヨーロッパ及び世界の主要移民国家でもある。しかし同国は，

決して多文化主義国家ではない18)。ウォルツァーはこの二面性にこそ，本

章でフランスを――しかも真正の多文化主義諸国家に先んじて――扱う必

要性を見出している（「フランスという例外」)19)。

フランスでは，政府が移民の組織化に抑圧的であり，他方移民たちも必

要以上に組織化しなかった20)。同国の移民の程度が，「フランス・ネイ

ションの並外れた同化能力によって不明瞭にされてきた…（中略）…結果，

人はフランスを非常に際立った違いを持つ特異な文化を有する同質社会と

して想像する」。文化的差異の現実的存在と概念的欠如という不可解な現

象が，フランス＝移民国家（多元的社会）というイメージを妨げ，フラン

スを「例外」とさせている。

ヨーロッパ諸国では，自国の多民族性を意識した文言を憲法に盛り込む

国21）もある。しかし「移民国家フランス」の現行憲法は，同趣旨の文言

を並べるどころか，逆に同質性と共和主義の理念を徹底的に志向している。

例えば，厳格な政教分離原理と法の前の平等（第１条），また特に共同体

的文化の典型的な産物である「言語」に関して仏語の国語としての地位の

規定（第２条)22)。憲法における国語の規定は，民族の言語権や少数言語

民族の保護を憲法に規定する形で多言語の現状を公認する諸国家がある中

では，強い同質性を要求する性格を際立たせるものである23)。

しかし，近年フランスでは，そうした共和主義の理念を根底から揺るが
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しかねない事件が続いている。一つは，有名なイスラム教徒のスカーフ事

件であり24)，忠実な共和主義者を育てる公教育の現場で共和主義の根本原

則たる政教分離そのものの限界を問うものであった。そしてもう一つ，女

子割礼事件25）である。刑事事件にまで発展した26）同事件は，フランスが

各文化的基盤を全く異にする多文化社会であるということを知らしめ，且

つその現実をどう受け取るかという問題を，更には非西洋自由主義的な文

化あるいは社会の根本的な共通規範と抵触する内容を持つ文化と共存する

覚悟はあるかという選択をフランス国民に突きつけた。

２ アメリカ27)

ウォルツァーは，アメリカ「合衆国」が「移民社会（Immigrant Socie-

ty）｣28）であることの重要性を力説し，アメリカ的状況を一般化しようと

試みる。つまり，「ハイフン付きのアイデンティティ」という概念を用い

てアメリカ人の移民としての同質性＝「アメリカン（American）」という

匿名性を強調することで，文化的に弱小な集団をも救おうとする。

彼は，「移民社会」ではすべてのアイデンティティが，「ハイフン付き

（Hyphenated）」――例えば，アイリッシュ -アメリカン――になってい

るということを重要視する。この「ハイフン付き」という概念について，

リベラルでは，政治的にはアメリカンで文化的にはアイリッシュという

公／私分類に対応して捉えるのに対し，ウォルツァーはアイリッシュ -ア

メリカンは政治的にも文化的にも「アイリッシュ -アメリカン」であると

解釈する。つまり，アメリカ性の本質を，「ハイフン付き」の多元的な同

居とする。ここでの要点は，合衆国内部の差異への重視であり，また各差

異と合衆国外の何物かとの同一化に対する極度の警戒である29)――例えば

アフリカ中心主義。

合衆国的状況の有利さを強調する30）ウォルツァーの理論には，ある特

定の人々だけが「ノマド性」（非定住性）によってマークされるような事

態を回避しようとする戦略がある。この戦略は，「土地」と「文化」との
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強い接合を絶つもので，「集団的文化｣31）を多文化主義の射程に含める可

能性を持つ。しかし，現在の彼の立場は，集団的文化を対象に含めない。

ウォルツァーはエスニシティの問題を貧困の問題＝経済的問題として捉え，

また最近の国民国家の揺らぎについて，本来エスニックな多元主義を実践

しているアメリカにはそういう問題は本来ない，あるいは一部の活動家に

よるエスニック・アイデンティティの扇動に過ぎないと理解している。そ

の意味では，元を辿れば誰もが流れ者の子孫という考え方は，裏を返せば，

特定のエスニシティやジェンダーも含め，そもそも「差異」の存在を重要

視しようとしていないのではないかとの批判を免れない。

３ オーストラリア32)

オーストラリアは，カナダに続いて1970年代に国是を白豪主義から多文

化主義へと転換し，従来のアングロ・サクソン中心の移民社会から多民

族・多文化社会へと移行した。それに伴い課題の対象も，先住民アボリジ

ニの問題から，非アングロ・サクソンの文化的・宗教的価値観を身につけ

た国民（アジア系を中心とする非英語圏出身移民）の問題へと移行した。

この国では，カナダにおいてすでに成立した多文化主義法の制定をめぐる

議論が注目される。制定に向けての国家的な取り組みと抵抗が交錯する中，

多文化主義法の制定により，連邦政府の多文化主義政策の意図・目的が明

確に規定され，多文化主義を巡るさまざまな問題の制定法上の根拠と多文

化主義の限界33）が確定・定義されると期待・予測されている。

オーストラリア多文化主義の起源は，1989年７月の連邦政府発表の「多

文化オーストラリアに向けての国家的課題」（1989年連邦政府文書）に求

められる。法の領域との関連で同文書の内容を見た場合，以下の四つが要

点として挙げられる。

ⅰ）文化的アイデンティティ，社会的公正，経済的効率に基礎づけられ

る多文化主義政策

ⅱ）多民族・多文化社会における「法の下の平等」の重要性を強調した
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「基本権」の章

ⅲ）多文化主義の限界

ⅳ）多文化主義法制定の可能性を示唆し「コミュニティ関係」の章

また1989年連邦政府文書に書かれた，連邦政府が将来の検討課題として

いる多文化主義法の内容は，以下の通りである。

ⅰ）多文化主義の範囲と限界の定義，およびその諸原則規定についての

明確な声明

ⅱ）先住民（アボリジニ等）のオーストラリア社会における特殊な地位

や立場の理解及び認識

ⅲ）英語の公用語化宣言と，それに伴うオーストラリア社会の事実上の

公式言語としての現在の地位の確認

ⅳ）連邦の各種省庁への広範な政策要求に対する立法上の根拠を与える

ことによる，人種・文化および言語の障害に直面するオーストラリア

人へプログラムおよびサービスを提供する際のアクセスと公正の確保

ⅴ）多文化政策の将来的な発展および実施に関して政府に助言を与える

責任のある現行の多文化問題諮問委員会と同種の機関に対して，制定

法上の根拠の付与

しかし，こうした連邦政府の積極的な取り組みに対して，懐疑的・否定

的な見方も根強く存在する。多文化主義法の立法に関連する問題として，

ⅰ）移民政策，ⅱ）エスニック・プログラム助成援助，ⅲ）「二重の制

裁｣34)，の主に３つを挙げて，立法に伴う危険性を指摘する。

オーストラリアの多文化主義が「目的」型であるのか「手段」型である

のか，方針の決定が依然流動的で明確にされていない。また，主要な多文

化主義論者の視点も，カナダとアメリカの相違に集中しがちである。しか

し，オーストラリアの多文化主義法制定という取り組みの流れを検討する

ことは，国家が「多文化主義社会」を志向する意義の検討にも繋がり，非

常に意義深い。
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４ カ ナ ダ

カナダは，1982年憲法35）および多文化主義法36）等の制定を通じて多文

化主義の理念を国是としていち早く掲げ，そしてその限界（＝ケベック問

題）にもっとも深刻に直面している国家である。カナダの多文化主義論で

注目されるのは，テイラーの共同体主義的アプローチと，キムリッカのリ

ベラル的アプローチが挙げられる。

① ケベック問題

ケベック州はその住民の大半を仏語系が占めるカナダ屈指の大州であ

るが，言語的にも文化的にも英語系を中心とする他の諸州と対立するた

め，同州では1982年憲法の未批准37）等に見られるように分離独立を要

求する運動が絶えず，近年では独立への動きが加速されかねない様相も

見られる。

② テイラーの共同体主義的アプローチ38)

テイラーは，「承認をめぐる政治」という考え方を提示し，それに

伴って二つの自由主義社会の在り方――手続的自由主義と非手続的自由

主義――を説明する。前者は，善き生活に対しての中立性（差異に対す

る好意的無視）を目指し，集団的目標には懐疑的で，文化的コンテクス

トを顧慮しない法の画一的適用を主張する，従来のリベラルの立場であ

る。それに対し，後者は，社会は善き生活についての一定の定義に基づ

いて組織されたものであり，従って強い集団的目標を持つ社会も，多様

性の尊重と基本的諸条件に対する適切な保護の提供という条件を満たせ

ば自由主義的でありうる。この文脈で，ケベック問題は自由主義社会に

ついての，カナダ人権憲章とケベックの基本政策との対立――二つの自

由主義の対立――と捉えられる39)。テイラーは非手続的自由主義の立場

から，ケベックを「独特の社会」として認めることを支持する。

確かに人間の善き生活と文化との関係を重視した「承認」という考え

方は，これまで公的領域から排除されてきた人々にとって有効な武器と

なる。しかし，それを維持するための集団的目標の容認は，個人への対
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内的規制を不可避とせざるを得ず，テイラーの自由主義社会の捉え方が

楽観的すぎるように思われる。また，承認は「主観」に基づくものでも

あるので，その実現には「価値の平等の仮定」（価値相対主義）の前提

が不可欠となる。しかし，「究極の地平から，我々がはるかに遠くいる，

ということを認めること」という指摘は重要であろう。

③ キムリッカのリベラル的アプローチ40)

キムリッカは，もともと相当の文化的まとまりがあり，現在もある程

度集住している集団については，自律を認めるべき41）として，これに

該当する集団としてナショナル・マイノリティ（ケベック人と先住民）

を挙げる。

それに対して移民は，自らの意志で元々の文化を捨ててきたのだから，

今さら自文化をマジョリティのそれと同等にすることを要求する権利を，

まして新天地にて，持たない42)。また，移民はたいていの場合，分散し

ており領土性がないので，文化的コミュニティを形成することも容易で

はない43)。このように，キムリッカの理論は，社会構成的文化の尊重と

いう方法により個人への対内的規制を禁止した上で，カナダでのナショ

ナル・マイノリティの立場を擁護することにあるので，その他の非法定

マイノリティ＝移民はナショナル・マイノリティのアイデンティティを

確立するための犠牲とされる。

この法定マイノリティ内における対内的規制の禁止は，彼の理論の特

徴であり，あくまで主体を個人に置いている点で有益である。しかし，

彼はまた，ナショナル・マイノリティの文化的独自性を守るための対外

的保護を認めている。しかも，文化＝共同体的文化という前提に立って

おり，集団的文化を排除しているため，「ナショナル・マイノリティ／

移民・被差別集団」間の区別の意義が曖昧になってしまう。これが対内

的規制と対外的保護との線引きを難しくしている。

立命館法政論集 第１号（2003年)

186



第４章 多文化主義と法との関連についての考察

１ ｢多文化主義-法」とは何か

本章で，私が実際に関心を持って考察する多文化主義と法との「関連」

とは，「多文化主義-法」という「結合」である。ところで，多文化主義と

法との結合点は率直に述べると，「平等概念」にある。従ってまず，両者

それぞれの掲げる平等概念を検討・比較し，この「多文化主義-法」の本

質とこの「結合」の意義が明らかにしたい。

① 法の平等概念44)

近代憲法は「法の下の平等」を宣言するが，この原理の根底には人間

は誰ひとりとして自分以外の他者と取替可能な同一の者などいないとい

う事実がある（人間の本質的非同一＝異質性）。故に社会において法が

構成員に対し権威と正当性と実効性を持つには構成員間の一定の共通性

の存在，つまり構成員各自の差異の意識的無視が必要となり，それが各

構成員の自由と平等を保障する。この意味で，法は集団間の境界線を引

き（誰がどの集団に属しているか），その線と政治体の境界線とを一致

させるか否か（その集団の独自性が公的領域で承認されるべきか否か）

を決定する役割を担ってきた。しかし，それは「異質」を作り出すこと

でしか「同質」を生み出せない宿命を伴っていた45)。

このように，法の掲げる平等概念は，「同質性」の標榜という点で国

民国家の性格と合致したもので，少なくともリベラルが主導してきた従

来のマイノリティ政策は，差異の相対化＝同質性の強調したものであっ

た。従来の平等概念では，その実現に際して全構成員に対し全く同じ扱

い方をする46)。差異を無視するが故に同質な構成員間のすべての不平等

問題は，彼／彼女たち「全員に対して有効な共通の客観的な尺度」で計

られ，それに基づいて解決されるべきもの――経済的な問題47)――だと

考えられた。
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② 多文化主義の平等概念48)

こうした法の同質性を暴露した差異の政治は，構成員間の不平等問題

が経済的な問題としてのみでは解決を見ないのは，それが構成員各自あ

るいは各集団に対してのみ有効な部分的で主観的な「尺度」（アイデン

ティティに関わる尺度)49）に基づく問題を大きく含んでいるからだ，と

訴える。そして，法の一方的な線の引き方に異議申し立てを展開する政

治的運動の側面を持つ多文化主義では，こうしたアイデンティティに基

づく問題――承認をめぐる問題こそが不平等問題として扱われる。

多文化主義の平等概念とは，構成員間の差異を前提とし，それを強

調・公認し，その恒常化を図ることを目指したものであり（「異質性」

の標榜），平等の実現に際して構成員は各自に相応しい扱い方をされる。

この概念は差異の政治台頭が従来の同質志向的な平等概念にもたらした

転換の産物であり，対抗するための有力な武器あった。

③ 多文化主義-法

多文化主義的な法制度の確立を，平等概念の転換――同質志向的な平

等概念に対する異質志向的な平等概念の対抗――とする捉え方は，法の

同質性の前提に大きな問題提起をなし，多文化的状況を容認する多くの

可能性を生み出した。しかし同時に，従来の多文化主義論の限界は，両

者の関係を転換（対抗関係）のみで説明しようとしてきたこの態度自体

にあり，その意味で実は従来の多文化主義論は自ら限界を設定してし

まったものと言える。そこで私は，「多文化主義-法」を二つの平等概念

の「結合」（補完関係）と捉えることで，多文化主義の限界を明らかに

し克服する可能性を探ってみたい。

さてここで実際の多文化主義法に目を転じてみると，それが真に「多

文化主義-法」であるかという問題を検討しなければならない。国家法

レベルでの多文化主義的な法制度の制定という要件を満たしているか否

かは，形式的結合を判断する基準でしかなく，この段階では転換（対抗

関係）の余地が依然存在する。多文化主義―法の形式上の結合と実質上
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の結合とは全く別の問題で，私が以下で考察の対象とするのは多文化主

義と法との実質的結合としての多文化主義-法である。本稿では，これ

の持つ問題点と可能性――限界と展望――示していくわけだが，まず前

者を論じていく。

２ 法による多文化主義の非政治化：｢多文化主義―法」の限界

法による多文化主義の非政治化とは，同質化を求める法が異質性を標榜

する多文化主義に勝り，多文化主義の本質が侵蝕されることをいう。

多文化主義法の制定は，マイノリティ側の主張に即した形にその類型や

数を細分化した線引きを法律上承認すること，つまり法定マイノリティ50）

を特定することである。これは，多文化主義論における大きな争点の一つ

である集団的権利・目標をめぐる問題にかかわるが，この点から，法定マ

イノリティは，非法定マイノリティとは異なり，集団であることが前提と

される51)。なぜなら，そもそも個人が主張するはずの文化とは，一個人で

創り，担い，継承することは不可能であるからだ。

とはいえ，法定マイノリティを極少数集団のレベルにまでむやみに細分

化すれば，各法定マイノリティの相関関係が複雑になり，またどの集団が

法定マイノリティであるかについての全構成員のコンセンサスが得られに

くくなる。更に，文化保護政策に対する政府や地方自治体の財政上の問題

もある。これらは共同体や集団の間に調整不可能の深刻な衝突や対立を生

じさせ，共存のための多文化主義を根底から崩壊させる火種とも成り得な

い。

このように，法定マイノリティの特定には，集団の「最小単位」の設定

という難点がある。法定マイノリティの創出には非法定マイノリティの創

出が不可避であり，多文化主義法は法の「同質／異質」構造の性質を免れ

てはいない（法定マイノリティの特定化の限界）。この問題で最も重要な

のは，設定上の限界それ自体ではなく，そこで発生する非法定マイノリ

ティの扱い方である。
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非法定マイノリティは法定マイノリティの中に（勿論マジョリティの中

にも）包含されているため，一般の法定マイノリティよりも一層小規模で

見えにくい存在である。この意味で，法定マイノリティと非法定マイノリ

ティとの関係は，「大文字のマイノリティ」と「小文字のマイノリティ」

と表現し直すことができる。政治の場に出現することすら難しい小文字の

マイノリティは当然，法定されることも非常に困難である。法定マイノリ

ティの特定化に伴う線引きの「黄金律」が存在するとして，それが固定化

されてしまえばどうなるだろうか。この「黄金律」の下であっても，小文

字のマイノリティは必ず発生し，彼／彼女たちにとって，大文字のマイノ

リティはかつて彼らが闘ったマジョリティともはや何ら変わらない存在と

なる。この問題は，逆の場合でも考えられる。つまり，非法定マイノリ

ティに関しては，それらを内包する法定マイノリティが暗黙のうちに適切

に扱い政治問題化しない，とする場合である。

小文字のマイノリティの存在を政治問題化しないという意図の有無にか

かわらず，たとえ「黄金律」に基づく線引きであっても，それを固定化す

る，あるいは恒常的なものと見なすことは，目的としての多文化主義にお

いては誤りである。なぜなら，線引きの固定化・神聖視は，常に法の一方

的な線引きに基づく境界線をめぐって異議申し立てをする多文化主義の政

治的闘争の性格を損なうからである。従って，法定マイノリティの特定に

際して，集団の「最小単位」の設定が不可避であるとしても，そこで発生

する非法定マイノリティの存在を「無視」するならば，その多文化主義―

法は政治的闘争の性格を喪失してしまっており，目的としての多文化主義

を志向したものとは言えない。

このように，同質化を求める法が異質性を標榜する多文化主義の理念を

実現しようとするあまり，多文化主義の政治的闘争の性格が損なわれ，多

文化主義そのものが深刻なディレンマに陥ること，これが法による多文化

主義の非政治化という問題であり，多文化主義―法の限界である。
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３ 多文化主義論再考

多文化主義―法が内包するディレンマの克服には，同法において多文化

主義の政治的闘争の性格が保たれること，つまり，多文化主義の性質が法

のそれに勝る形での結合が必要となる。その前に，法を再構成させるだけ

の力を多文化主義は持たねばならず，それに上述の問題点を踏まえた従来

の多文化主義論の再考が必要に思われる。その上で，多文化主義―法の持

つ展望としての可能性を示したい。

① 問題点の整理

多文化主義―法が内包する深刻なディレンマの主要因は，従来の多文

化主義論が内包する問題点に見出される。

ⅰ）多文化主義そのものの多面性

｢多文化主義は理念であり，理論であり，運動であり，状況で

ある」という，それ自体の多面性が考えられる。これらの性格が

複合的に重なり合って，全体として多文化主義というものを構成

しており，どれか一つを特化して多文化主義の定義とすることは

できない。

ⅱ）線の引き方の恣意性

多文化主義の有力な主張の一つは，政治的共同体と文化的共同

体の各境界線を一致させることである。法の線の引き方について，

マジョリティの主張も法定マイノリティの主張も，恣意的で独断

的なものである。双方の主張を一致させることは容易なことでは

ない52)。また，たとえその恣意的な「線」の引き方について，双

方のコンセンサスが得られたとしても，その「線」は引かれた瞬

間から新たな非法定マイノリティを生み出している。

ⅲ）新しい平等概念

多文化主義の掲げる平等概念が，多文化主義問題を困難なもの

にしている原因の一つに数えられる。新しい平等概念は，「差異」

すなわち「承認」という主観的で個別的な基準に基づくという点
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で，従来の同質志向的な平等概念に対抗しうる多文化主義の有力

な武器である。しかし，それは同時に，「主観的で個別的な基準」

であるが故に，構成員間で不平等問題の深刻さや「差異」の程度

についての一致共通した認識（「承認」の前提）を持つ事が困難

となる。この新しい概念は，いわば諸刃の剣といえる。

ⅳ）ま と め

以上の三つの問題点から，従来の多文化主義論は意識的・無意

識的を問わず「差異」についての理解が不完全であると考えられ

る。つまり，従来の理解では，特に非法定マイノリティの「差

異」がそのコンセンサスを獲得することの困難性の問題を程度問

題や受忍限度の問題として扱い，根本的な問題の克服を目指して

いない。非法定マイノリティの存在への重視にこそ，多文化主義

の生命とも言える「政治的闘争の性格」が深く関わっていると思

われる。この問題の重要性は，非法定マイノリティというものを

一層詳細に検討することで明確になろう。

② 小文字のマイノリティ

非法定マイノリティは法定マイノリティの中に埋もれたマイノリティ

であり（小文字のマイノリティ），「マジョリティ／法定マイノリティ」

関係の中では，その存在は全体的には不可視であるが故に，皮肉なこと

にその存在は返ってその存在が最も注目される。

例えばケベック問題では，「英語文化 VS 仏語文化」という争点その

ものが両者間の線引きに起因しており，非英語・非仏語文化を担う州内

のカナダ人は非法定マイノリティに位置付けられ，新たな下位の線引き

構造の創出が予想される。複雑多様化する今日の世界では様々なマジョ

リティ／（法定）マイノリティ関係が「重複的」に発生し，その結果，

個人は小文字のマイノリティ「になる become」可能性がある。そして，

この可能性はすべての人々に等しく潜む（第一の潜在性）。

また，「アメリカ人イスラム教徒の女性」の場合，彼女に最も相応し
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い線引きは，「国籍―宗教―性別」からなる複合的／多元的なアイデン

ティティに基づくものである53)。彼女は，マジョリティ（アメリカ人）

であり，法定マイノリティ（イスラム教徒／女性）であり，そして同時

に非法定マイノリティ（「アメリカ人―イスラム教徒―女性」）であるの

だ。勿論，これら三つの立場が同時に現れることはないが，彼女は場面

によって変身する。つまり，個人には常に小文字のマイノリティ「であ

る be」可能性が潜んでいる（第二の潜在性）。

これら二つの潜在性こそ，政治的闘争の性格が多文化主義において生

命たり得る根拠となる54)。従来の多文化主義論は，小文字のマイノリ

ティの存在を認識してはいたが，これら二つの潜在性を看過していたこ

とが自らに致命的な限界を設定してしまった一因であろう。

③ 文化の類型と定義の問題

この「二つの潜在性」の問題は，従来の多文化主義論の「文化」の定

義の仕方に起因すると考えられる。従来の多文化主義論は，共同体的文

化と集団的文化を峻別してきたわけだが，ここで問題となるのは，集団

的文化を法的保護の対象としての「文化」の定義から排除してきた点で

ある。これが，潜在的な小文字のマイノリティを必要以上に発生させ，

且つ，それらを不可視的な存在にしてきたと考えられる。

④ 多文化主義の再構成

以上のように，従来の多文化主義論の問題点は，多文化主義―法の文

脈においては，文化の定義と小文字のマイノリティへの対応の問題に収

斂される。そこで，多文化主義―法が内包する深刻なディレンマの克服

を可能にする形にへと，特にリベラリズムの観点に立って多文化主義の

再構成を試みる。

まず，共同体的文化のみを主眼に置いた従来の多文化主義論に欠如し

た「潜在性」の問題を善処するためにも，「文化」の再定義が必要であ

る。つまり，多文化主義が法的保護の対象として扱われるべき文化を，

共同体的文化のみならず，集団的文化およびその双方の複合文化にまで
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拡大すべきである。そのことは，今日人々が依拠する文化の広範性から

自明であろう。

次に強調されるべきは，共同体あるいは集団内の対内的規制の厳格な

禁止である。我々は我々が無知ゆえに認識していない小文字のマイノリ

ティに，あるいは無知ゆえに我々を認識していない他の人々が小文字の

マイノリティとしての我々に，絶えず対内的規制からの保護を約束しな

ければならない。この対内的規制禁止の保障こそ，多文化主義の政治的

闘争の性格を維持する支柱となる。国民国家内で一定の共同体や集団に

特別の地位を与える（対外的保護／対内的規制）ことに対し，それに十

分に対抗しうるだけの力を個人（あるいは極小集団）に保障する（対内

的規制の禁止）。多文化主義とは，畢竟，独自の生活様式をもつ多様な

個人と集団の並存状況であり，そうした多文化社会においては，構成員

同士の平和的共存という目標に向けて発展するために不可欠な，自己の

アイデンティティを支えるその独自の生活様式＝文化をめぐる個人と集

団との政治的闘争である。それ故，多文化主義は，その状況と政治的闘

争の各性格を正当化する――その多文化的状況を前提として，個人・集

団双方が自由且つ対等で闘えるような政治的闘争の場を保障する――理

論の側面も持つ。多文化主義社会では，常に不可視の差異や未知の差異

が存在する可能性が前提とされなければならない。このように，新しい

多文化主義もその様相の多様性――状況であり，政治的闘争であり，理

論であり，そして理念となり得る――は依然として変わらないが，これ

こそが多文化主義のダイナミズムの源泉であると思われる。

４ 多文化主義による法の変質化：｢多文化主義―法」の展望

これは，多文化主義の異質志向的な性質が法の同質志向的な性質に勝り，

法のその性質そのものを変える可能性である。換言すると，法の線引きの

「線」をグレイゾーンという「帯」に変える可能性である。

｢法の線のグレイゾーン化」を論じるには，そもそもなぜ法が「線」を
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引くのかを考える必要がある。マジョリティ／法定マイノリティ，マジョ

リティ／非法定マイノリティ，あるいは法定マイノリティ／非法定マイノ

リティに見られる法の線引きは，「公的領域／私的領域」間の線に大きく

対応しながら，畢竟，「同質／異質」の区別に基づいてなされている。従

来の法，特に近代法は，国民国家体制の要請もあり，「同質であるか，異

質であるか」という二者択一的な選択＝決断を迫る際に，「同質である

（になる）｣／｢異質である（になる）」との返答しか認めず，「同質でもあり

異質でもある｣／｢同質でも異質でもない」との返答を認めなかった。この

法の強硬な態度が，逆に，法の予測可能性と，それに基づく我々の社会の

安定性を保証してきた。我々の日々の生活は，法のこの力なしには考えら

れない。しかし，実際には非法定マイノリティは，まさにこの線の真下に

存在する人々であり，潜在的に存在している人々である。問題は，法の

「同質／異質」の線が単調であることである。法は，「どちらでもない」と

いう返答を認めない＝予測できなし，また予測してもいない。この例外的

な答えとは，すなわち予測不可能な「小文字のマイノリティ」の出現可能

性――不可視の差異や未知の差異が存在する可能性――であり，法がそれ

を「正当な答え」として認めることが，多文化主義の政治的闘争の性格を

保障することになる。これが，二つの潜在および対内的規制の厳格な禁止

の根拠となる。予測のための「線」上に，予測不可能な小文字のマイノリ

ティが出現する余地はない。しかし，この予測不能な可能性を法の予測す

べき可能性のリストに入れることで，「同質／異質」間に引かれる線を敢

えて曖昧にし（＝線をグレイゾーンという帯へと広げ），彼／彼女たちを

政治的闘争の場へと続く道に出現させる（線のグレイゾーン化）。

この予測不可能な可能性を無意識的／意識的に排除しているのは，従来

の多文化主義論も同様である。キムリッカにしてもウォルツァーにしても，

彼らが注目しているのは線のベストな引き具合であり，線そのものを疑っ

ているわけではない。

グレイゾーン＝政治的闘争の場へと導く道がある限り，個人は自身の類
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型化をめぐる主導権を法から自分の手に取り戻すことができる。ここにお

いては，法定マイノリティの特定に伴う法の線引きの改訂は暫定的なもの

に過ぎず，我々は常にそれを疑わねばならない。線引きは必ず誰かの恣意

を反映したものであって，「真の多文化主義社会」にあっては，すべての

構成員が一致して納得する線など存在し得ないし，存在してはならないは

ずである。かつての各種の差別を構造化した主要因の一つは，線を線とし

て絶対視した（疑問視してこなかった／できなかった）ことであった。そ

れに対して，線をグレイゾーンと見なすことは，見えないマイノリティの

姿に目を凝らし，その声に耳を澄ませることであり，常に人々の差異に注

目しつづけることである。

従って，法の線引きによる類型化と自身の主張する類型化が相容れない

場合には，自身の主張に基づく線引きを求め，それにかかわる文化へのア

クセスが強く保障されなければならないということになる。この自文化へ

のアクセス権の保障は，対内的規制の厳格な禁止と表裏一体となって，多

文化主義の政治的闘争の性格を支えるものである。しかし，これがフリー

ライダーやエゴイズムの蔓延の温床となるような権利の濫用は，決して認

められるべきではないと思われる。

グレイゾーン化した法の実効性は，従来のものと比べて確実に弱まるこ

とは不可避であろう。しかし，それは人々の寛容の精神によって補われる

であろうし，そうあることが好ましいと考えられる。というのは，多文化

主義は自文化を公的領域において承認させることを目指しているが，それ

は裏を返せば，他文化を公的領域において承認することを求められること

を意味する。この意味で，多文化主義が一つの大きな社会の内部での多元

的共存を志向していることが挙げられる。つまり，平和的共存という社会

の共通目的が明確に前提に置かれている。この限りでは，文化的相違が存

在しても，平和的共存に不可欠な最低限の共通の規範を設定することは可

能であろうし，そうした規範の設定および遵守は自文化の尊重に優先する。

そうした共通規範がマジョリティあるいは特定の共同体・集団の文化を強
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く反映したものであるという批判が生じるであろうが，政治的闘争の性格

が保たれた多文化主義―法の下でこそ，恒久的な政治的闘争が繰り返され

る中で，理想的な共通規範が生み出されていくのではないだろうか。

｢法のグレイゾーン化」は，「線を引かない」ということを意味するもの

ではない。自文化あるいは自分のアイデンティティの公認を主張すること

は個人の生の実現であり，また他文化あるいは他者のアイデンティティを

承認することは社会の平和的共存に努めることである。法の線引きに伴う

文化間の衝突や小文字のマイノリティの出現の問題について，社会構成員

全員が各問題それぞれに関わり，個人の生の実現と社会の平和的共存との

積極的衡量を図って最良・最善の解釈を見出そうとすること，これが真の

多文化主義社会で求められる寛容の精神である。故に，真の多文化主義社

会では，正義はただ一つしか存在するとして各問題に当てはめていくので

はなく，M. ミノウが述べるような「部分的正義（partial justice）｣55）のよ

うに問題ごとに正義を見つけていくアプローチが相応しいと考えられる。

お わ り に

多文化主義は，異質な者同士が同じ空間で共存していくことについての

相当な覚悟を強いる。共存するために共存すべき者同士が闘うというこの

闘争は，各自が自らの自由を真に且つ十全に実現できる状態の下で共存し

ようとする上で不可欠にして不可避である。多文化主義においては，自文

化についての主張が強ければ強いほど，他文化への配慮＝承認を求められ

ることになる。つまり，多文化とは他文化でもあり，他文化についての承

認の困難性の中に，自文化の承認の困難性を見ることになる。諸刃の剣の

ようにも見えるが，私はこれらの闘争をネガティヴなものではなく，むし

ろ相互理解・相互承認を高める原動力となると考える。

故に，多文化主義と法との対極的関係を二つの平等概念の転換（対抗関

係）のみから，「結合」（補完関係）と捉え直すことが可能となる。社会が，
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目的としての多文化主義を志向するとは，線引き→闘争→線引き→闘争

……の恒久的循環の宿命を背負うことである。線引きなくして闘争はあり

えず，闘争なくして線引きはありえない。この「法の非政治化」と「法の

政治化」との間の循環的相互作用こそが目的としての多文化主義と法とが

実質的に結合した＝相互に補完しあう形態であり，この循環を保障するシ

ステムが「多文化主義-法」である56)。この「異質志向的な法」は社会と

の間で線引きについての未完の交渉を行うのだ。

以上の点から，人間が真に自己の自由を実現する際に，多文化主義社会

は戦略上最も有利な環境を提供できると思われる。というのも，人間が予

測不可能なあるいは予想外の「新奇さ」を生み出す存在であるという可能

性をすべての人に対して想定しているからだ。そして，この多文化主義社

会において，平和的な共存を図るための法秩序として，異質志向的な多文

化主義-法が相応しいのではないかと思われる。
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42) キムリッカ・前掲注40)115，128項。

43) キムリッカ・前掲注40)115項。

44) ここでいう「法」とは，国民国家における近代憲法を中心とした近代法である。

45) 典型例として，シティズンシップやメンバーシップ。

46) テイラーの言う「手続的自由主義」，本稿第３章参照。

47) すべての不平等問題は数値化可能であり，よって共通のメディアでもって解決できると

いう暗黙の前提がある。不平等問題はカネの問題であるとされるのは，そのことを最も端

的に意味する表現であろう。

48) 本稿で扱う（法との関連で問題になる）多文化主義は，「目的としての多文化主義」で

ある（本稿第２章参照）。

49) アイデンティティの中身は多様であるが，例えばプライドの問題は上述したような経済

的な尺度で計ることはできないものである，注47)を参照。

50) その文化的独自性を保護するために法律によって特別の地位を与えられたマイノリティ。

例えば，カナダやオーストラリアの先住民がこれにあたる。

51) 非法定マイノリティとは，法の保護対象とされるに至らない規模・程度のマイノリティ

であり，その中身は多元的アイデンティティを持つ個人（自らがよるアイデンティティが

複数の要素から構成される個人，例えば「私はアメリカ人ではなく，アメリカ人イスラム

教徒である」）から極小集団まで多種多様に含まれる。

52) ケベック問題を例に挙げると，ケベック州という仏語文化の共同体を，そこに住むフラ

ンス系住民がマジョリティとなるような政治的共同体＝地方自治体とすることである。そ

の最も端的な主張が独立であり，つまり国民国家（nation state）の中に国民国家を作る

ことを要求するものである。

53) しかし，これが「アメリカ人」という単一の視点に基づく線引きがなされるということ

は，彼女にとっては自分のアイデンティティを構成する「イスラム教徒」や「女性」とし

ての部分が引き裂かれたり，無視されたりすることを意味する。また彼女は，「アメリカ

人」の生き方を前提としたアメリカ社会に，あるいは「イスラム教徒」の生き方を求める

自分のイスラム系共同体に，それぞれ「イスラム教徒の女性」として，「アメリカ人の女

性」として，抑圧を感じるかもしれない。

54) 多文化主義がそもそも民族や人種あるいは宗教といった領域から強く展開されてきたと

いう歴史，そして現在も多文化主義論におけるそれら一連の共同体／集団の位置づけが非

常に重要視されているという事実は，個人と集団的アイデンティティとの関係がいかに深

く無視しがたいものであるかを十分に物語っている。であるからこそ，多文化主義論はポ

ストモダンの人間像（注12参照）をも，その射程に取り入れ，集団的アイデンティティの

みに囚われる事を回避する必要があるのではないか。

55) Martha Minow, Partial Justice : Law and Minorities , Austin Sarat & Thomas R. Kearns,

The Fate of Law , (The University of Michigan Press) pp. 15-77。

56) 具体例として，自文化あるいは自分のアイデンティティか依拠する文化へのアクセス権

の保障や法定マイノリティ内での対内的規制の禁止，多文化主義促進のための国家機構に

対する「承認」を求める申し立ての権利の保障や当該国家機構の設置そのものを憲法上で
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規定するなど。
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